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Yoshitaka  Miura

　本論の狙いは、組織活動に付随する資金の流れ（フロー）によって、組織活動を記述することであ

る。本論では、組織の基本運動として研究開発投資・回収を仮定し、それからの派生として、資源管

理、財務、研究開発、生産、販売といった多様な組織活動を想定する。

　モデル化において、まず投資・回収におけるフローの正弦波周期運動を回転ベクトルおよび複素数

で表示し、時間に関する微積分演算によりフローの導関数群（フロー・ファミリー）を求め、その上

で組織活動の複数のフローと損益計算書における財務指標との対応を検討した。

　また、これらの実証として、本モデルから算出される計算値と、電気業界6社の損益計算書におけ

る財務データとの比較を行った。

This study discusses the possibility of describing the operational activities of business organizations by a
model of fund flows involved in such activities.  Assumed in this study are organizational diverse activities
such as resource management, financial management, research & development, production, and sales
activities derived from the basic movements of R&D investments and investment recovery.

Flow families were obtained by differential and integral operations with respect to time, using the sine-
wave periodic motion of flows of investment and investment recovery as rotational vector and complex
number. The applicability of the obtained flows of organizational diverse activities seen in their profit and
loss statements was examined for verification.

Comparison of the calculation results of the flow model with the financial data in the profit and loss
statements of 6 firms in the electric industry verified a similarity between them.
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Flow, Profit & loss,  R&D investment, Frequency of organization, Differential & integral operators, Sine-

wave periodic motion
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Ⅰ　はじめに

　本論の狙いは、組織活動に付随する資金の流

れ（以下、フロー；flowとする）によって、組織

活動を記述することである。すなわち、前報(1)に

続き、 投資・回収による周期運動を組織活動の
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基本運動であるとし、そこからの派生として、資

源管理・財務・研究開発・生産・販売といった

多様な組織活動を想定する。そのうえで、これ

らの組織活動を体系的に記述するモデル構築を

試みる。

　本論の構成としては、まず、周期性を用いた

代表的研究を検討した後、組織活動を正弦波に

よって単純化した物理モデルを示し、その特性

から研究開発費を売上高で除した組織速度を導

入する。

　次に、フローに関しては、利益や資金概念の

多様性や、貨幣の無限循環説を調べた上で、フ

ローが組織活動を記述するものと捉え、組織活

動の多様性は貨幣の交換における時間間隔の長

短や位相の多様性に起因すると仮定する。これ

らから、投資・回収のフローを複素数表示によっ

て定式化し、時間に関する微積分演算を用いて、

複数の時間次元より構成されるフローの導関数

群（フロー・ファミリーと呼ぶこととする）を

導き、損益計算書における性質の異なる各種フ

ローとの対応を検討する。

　最後に、実証として、本モデルから算出され

る計算値と、電気業界６社の損益計算書におけ

る財務データとの比較を行う。

Ⅱ　周期性

２．１．周期性の考え方

　社会現象の周期性をモデル化した研究として

は、古くは、Schumpeter(2)が、経済の景気循環

や成長について、コンドラチェフ循環（周期 55

年）や、ジュグラー循環（周期9～10年）、チキ

ン循環（周期3年）を用いて説明を行っている。

周期運動の原動力としては、新結合、あるいは、

革新＋信用創造であるとし、主に景気上昇期の

革新によって周期運動が発生するとしている。

また、革新の遂行は企業主体に求めている。

　MosekildeらMITチーム(3)は、Schumpeterの

ように数個の循環が単純に加算されるのではな

く、共鳴現象（ノードロッキング）を発生させ

るとの仮説から、システムダイナミックスモデ

ルを用いて、コンドラチェフ循環を基本波とし

て、クズネッツ循環（周期22年）、あるいは、チ

キン循環を外部挿入させたシミュレーションモ

デルを提示し、モードロッキングが大不況を作

り出す可能性を検証した。

　シナジェティクス研究の W . W e i d l i c hや

G.Haag(4)は、Schumpeterサイクルの定量化とし

て、運動方程式による経済変動モデルを提示し

ている。すなわち、拡張投資と合理化投資の比

率である投資家配位の変化を周期運動の駆動力

とした非減衰振動＝リミットサイクルを想定し、

Poincareの位相平面を用いて景気循環を説明し

ている。実証として1956～1978年のドイツにお

ける投資と景気変動を分析している。

　また、マクロモデルにおける景気循環理論(5)

としては、技術革新からのショックやそれを起

因とした乗数・加速度原理によるものとの見解

が示されているが、技術革新そのものは、外性

的ショックと位置付けられている。

　一方、企業組織における技術革新は、主に研

究開発活動によって遂行されており、統計調査

によって、研究開発が企業経営の中核的機能と

なりつつあること(6)、あるいは、売上高研究開発

費と利潤などの業績との有意な相関があること(7)

が確認されている。

　研究開発費の投資効率に関する研究として

は、Fosterら(8)が、R&Dリターン＝(技術進歩／

R&D投資)×(事業成果／技術進歩)　を提案し、

植之原(9)は、研究開発生産性n = 売上高P ／ 研究

開発投資I　を提示している。また、Lee, I、L.

Wilde (10)はゲーム理論的アプローチにより、研究

開発の成功確率と、市場での開発競争における

成功確率の積で求めるモデルを提示している。
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　本報の位置付けとしては、企業組織を対象と

し、研究開発の投資・回収を基本運動と捉えた

周期モデルであり、マクロ的周期モデルから見

るならば企業内部を主な対象としたミクロモデ

ルである。また、企業組織における研究開発投

資の研究に対しては周期性を導入した動的モデ

ルといった位置付けになる。

２．２．組織活動の正弦波モデル

　組織活動は、短期的には安定的活動と変動的

活動に分けて認識されるが、事業のライフサイ

クルといった長期的視点で見るならば、すべて

の活動が変動的である。そして、事業をひとつ

の投資案件と見るならば、投資・回収からなる

周期運動が組織活動における基本運動であると

考えてよい。

　図 1の(a)図は、商品開発サイクルを投資と売

上高によって示したものであり(11)、この周期運

動では、まず研究開発投資を行い、それによっ

て生み出される新商品を市場へ提供することに

よって回収するサイクルである。(b)図はこの周

期運動を正弦波運動に置き換え単純化したもの

である。この単純化では、投資や営業利益といっ

た余裕資金を振幅とすることで縦軸の次元を整

合させ、さらに、投資・回収の等時性、等量性

を仮定した。(c)図は、さらに、正弦波運動を物

理モデル(12)に置き換えたもので、研究開発をバ

ネ kに、人数を質量mに対応させた。研究開発

とバネは、エネルギーの蓄積性、周期速度など

決定因子として類似性があり、人数と質量は、規

模の特性を示している(13)。

　以上のモデル化は、バネk、質量m、あるいは、

資金調達・利益拠出に相当する減衰ζ(14)を、定

数と置いた単純化に相当する。これらの定数を

変数にするならば、成長や縮小、さらには、ス

トレンジアトラクタなどの複雑な挙動を視野に

入れることが可能であり、また、定数と仮定す

るならば、多くの解析手法が提示されている正

弦波運動によって、組織活動を記述する見通し

が得られる。

２．３． 組織速度

　図１に示した周期運動は、研究開発や生産設

備への投資を行い、それによって生産される商

品を販売することで回収するサイクルであり、

事業ライフサイクルとも考えられる。　　

　事業には、ゆっくりと進む事業や速く進む事

業があり、これらの周期運動を速める為には、研

究開発投資や設備投資の増額による並行開発や

アウトソーシング、あるいは、タスクフォース

のような小組織化が有効である(15)。

売上高

研究
開発費

投資

売上高

年

(a)  開発プロジェクトの入力と出力
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　以上から、組織速度を定式化するならば、研

究開発投資を分子に、人数を分母に置いた因子

に比例する。また、規模の特性から人数と売上

高が対応すると考え、(1)式を導く。

(1)

　一方、図１(c)のモデルから、物理モデルでは

一般に　固有速度ω≡√ (k/m) [rad/sec] が定義

される(16)から、周期運動の速度を、研究開発を

バネkに、人数を質量ｍに対応させ、組織速度ωf

(natural frequency of flow)(17)を下式で定義する。

ただし、本論では特に断らない限りωと略記す

る。

(2)

Ⅲ　フローの定式化

　この章では、組織活動に付随するフローの定

式化を進めるが、まずその準備として、フロー

概念(18)の多様性を列挙した後、経済学における

貨幣の諸説を調べる。そして、フローの多様性

は、取引における貨幣交換の間隔差や位相差に

起因するものであるとし、資源管理、財務、研

究開発、生産、販売といった多様な組織活動を

想定する。

　このモデル化としては、まず、基本運動であ

る投資・回収フローの正弦波運動を回転ベクト

ル表示から複素数表示へと進め、それに時間に

関する微積分演算を行うことで、振幅や位相が

異なるフロー・ファミリーを派生させ、多様な

組織活動の定式化を進めていく。

３．１．フローの考え方

　この節では、経済学と会計学における利益お

よび貨幣の定義を確認し、モデルの構成を検討

する。

　経済学における利益は、利益の発生源泉や帰

属関係を主な問題として、期首と期末の純財産

を比較しその増加額を利益とする。一方、会計

学では、企業の現実を適正に表現するものとし

て、一定期間の収益から費用を差し引いたもの

を利益としている(19)。会計理論の多くはこの利

益概念を中心に展開され、理論の側からの見方

としては、目標となる利益概念を前提とする利

益原因説、収益と費用からの結果であると利益

を見る利益結果説、利益を多目標の中における

下位目標のひとつとする利益代理説がある(20)。

　また、資金概念については、(1)現金としての

資金、(2)当座資産としての資金、(3)流動資産と

しての資金、(4)正味貨幣資産＝当座資産－流動

負債としての資金、(5)運転資本＝流動資産－流

動負債としての資金、(6)全体資源としての資金、

といった複数の定義が用いられている(21)。

　貨幣については、経済学を中心に多くの研究

が行われており、商品を起源とし等価物の交換・

取引から転化したとする貨幣商品説と、商品に

は関係なく交換・取引の媒介として君主や立法

を起源とする貨幣法制説が広く唱えられている。

しかし、岩井(22)は、これらの貨幣商品説や貨幣

法制説ではハイパー・インフレーションや恐慌

における商品価値の変動に対して理論的不整合

が生じるとし、貨幣は、過去に使われてきたこ

とによって将来まで貨幣として使われるという

「予想の無限の連鎖」によって存立するとしてい

る。この説によれば、円環が一巡することが、そ

れまでの現在を過去へと送り込みながら時間が

一歩先へ進んでいくとしており、貨幣が時間に

よって構成される関数(23)であることを示唆して

いる。

ω =




f

1
2

組織速度 研究開発投資
売上高�

［rad/年］�

ω∝� ∝�研究開発投資 研究開発投資�周期速度
人数 売上高�
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　本論では、以上のような利益や資金に関する多

様な定義を行わざるを得ない原因(24)のひとつと

して、新たに、貨幣の交換（＝取引）における

時間の多様性を仮定する。つまり、組織活動に

おいて、人や物を動かすためには、売りや買い

といったフローを伴う取引が必然的に起こり、

このフローの量、速さ、位相といった時間に関

する差異性が、利益や資金の多義性をつくると

ともに、性質の異なる資源管理、財務、研究開

発、生産、販売といった組織活動を区別するも

のであると考える。

　一方、組織の基本運動は、技術革新のための

研究開発投資とその回収といった正弦波運動で

あるから、その活動の中で流れるフローは、基

本運動から派生する導関数であると考えてよく、

正弦波運動とフローの多様性を比較することで、

以下のような整理が可能である。

(1 - a) 組織の基本運動；

研究開発投資と回収からなる正弦波運動

(2 - a) 派生のメカニズム；

フローの量、速さ、位相といった時間に

関する差異性

(3 - a) 派生する組織活動；

　　　資源管理、財務、研究開発、生産、販売

　これらに対応するモデル構成を示す。

(1 - b) 組織の基本運動；

　　　正弦波運動

（回転ベクトル表示、複素数表示）

(2 - b) 派生のメカニズム；

フローの時間に関する微積分演算

(3 - b) 派生する組織活動；

フロー・ファミリー

３．２． 回転ベクトル表示と複素数表示

　投資・回収の正弦波運動は、図１のように、投資

を下方への振幅 X、回収を上方への振幅Xとし、周

期速度ωで進行する周期運動と考えてよい。

　また、周期運動の記述方法としては、一般に、

振幅Xと等しいの大きさをもち、周期速度ωに

等しい角速度で、反時計方向に回転するベクト

ル Xで記述されることが多い（図２）(25)。

　ベクトルXの x軸となす角度をωtとすれば、

x、y軸への振幅Xの正射影は、

x＝X cosω t、y＝X sinω t  (3)

であり、x軸を実数軸、y軸を虚数軸と考えれば、

回転ベクトルXを、複素数を用いて次式のよう

に表すことができる。

X＝X cosω t＋ j X sinω t＝X e jωt (4)

３．３． フロー・ファミリー

　3.1と 3.2での議論を踏まえ、この節では、投

資・回収のフローを基本運動として、Xe jωtで表

し、時間微分、あるいは、時間積分によって求

められる派生フロー（導関数）を、資源管理、財

y

x

X
ω t

0

0

2

/2

3

t

図２　回転ベクトルと振動の関係�

π

/2π

x = X cos    tω

π

y = X sin    tω

π
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務、研究開発、生産、販売といった各種の組織

活動として定義する。これらのフローは、量（振

幅X）、周期速度ω（＝組織速度ω）、隣接する活

動との位相差によって、式(5)から式(9)のように

記述される。なお、(8),(9)式は積分定数がゼロで

ある特殊解として求めた。

フローの加速度

(5)

フローの速度

(6)

フローの振幅（基本運動）

Xe jωt (7)

フローの面積

(8)

フローの体積

(9)

　これらの導関数では、組織速度ωは同一であ

るが、振幅はそれぞれ異なる。また、位相は、(7)

式の基本運動に対して、(5),(6)式の微分系フロー

では進み位相（位相が正）になり、(8),(9)式の積

分系フローでは遅れ位相（位相が負）になるこ

とがわかる。

　微積分演算の経営的な意味としては、微分は、

変化率や差異であるから利潤創出の方向であり、

高次の微分は利潤によって得たフローの運用に

よって新たな利潤を創り出す領域を意味する。

一方、積分は、面積や体積であるから、投資に

よって派生する収益・費用の方向であり、規模

を表す領域を意味する。これらは、基本運動が

既知であれば、時間に関する微積分演算によっ

て一意に導けることから、フロー・ファミリー

（flow family、資金の流れの属）と呼ぶことにす

る。

　フロー・ファミリーによる組織活動の記述で

は、同一の組織速度ωを共有しながら、振幅（フ

ローの量）や位相（遅れ進み）が異なる複数の

フローによって表現され、また、それらは、一

定の位相差 π/2（＝ 90°、ライフサイクルの 1/4）

を保ちながら同期していることを示す。このこ

とは、資源管理、財務、研究開発、生産、販売

といった諸活動の領域の差異性とともに、上流・

下流といった価値連鎖(26)を表している。

　図３は、このフロー・ファミリーにおける振

幅と位相の関係を、時間領域（横軸を時間軸と

したもの）で示したものであり、図4は、同様の

内容を、複素平面上（実軸と虚軸）で表したも

のである。なお、組織速度ωは、定義式から　

0＜ω＜ 1とした。

Ⅳ　損益計算書の複素数表示

　この章では、フロー・ファミリーと組織のフ

ローに相当する損益計算書（以下、P/Lと記す）

との関連を検討する。

　P/Lは、収益、費用、および、利益といったフ

ロー領域を表している。積分形のフロー・ファ

ミリーである売上高や売上高総利益は必ず正値

をとるが、微分形のフロー・ファミリーである

営業外利益や特別損益は、収益と費用の差であ

るため正負をとる。そのため、収益と費用が同

額である場合フローがゼロになってしまうこと

から、ここでは、収益側フローのみに着目して

議論を進める。

d
dt

Xe Xe Xet t t
2

2
2 2( ) ( ) ( )j j jω   ω ω πω ω= = +j

d
dt

Xe Xe Xet t t 2( ) ( / )j j jω ω ω πω ω= = +j

Xe dt Xe Xet t t 21 1 ( / )j j jω ω ω π

ω ω
∫ = = −

j

Xe dt Xe Xet t t
2 2

1 1
( )

( )j j jω ω ω π

ω ω
∫ ∫ = = −

j
( )dt
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４．１． 営業利益

　営業利益は、企業本体の営業活動からもたら

された利益であり、企業の本業の利益水準を表

している。つまり、基本運動である投資回収の

回収である。

　回収の大きさは、投資の大きさの他に利益拠

出にも依存するが、簡単のため、投資の大きさ

と同等であると仮定する。また、回収の位相は

投資後に発生することから、投資に対して半周

期遅れた（位相がπだけずれた）関係になる。

　営業利益は、フロー・ファミリーにおける基

本運動である(7)式のXe jωtに対応する。

４．２．営業外収益

　営業外収益は、受取利息、受取配当金などの

財務活動を中心とした外部投資の回収である。

このフローを、内部投資への転用と捉えると、組

織内部への投資である研究開発費の増加減、つ

まり、変化率に相当すると考えられる。位相は、

投資より先行するため進み側になる。

　したがって、営業外収益は、フロー・ファミ

リーにおけるフローの速度（１階微分）d/dt(Xe
jω t) = ω Xe j (ω t＋π/2) に対応する。ただし、ここで

は収益側の議論に限定することとし、図３の振

幅を上下反転し上振幅のみに着目する。

４．３． 特別利益

　特別利益は、通常の状態ではない臨時的に発

生するフローであり、通常は長期間保有する予

定である固定資産や有価証券の売却益がそれに

当たる。

　特別利益を定式化する前に、まず、資産を検

討する必要がある。資産はP/L領域では減価償

却として表されるから、投資を償却年数で除し

た変化率であり、特別利益は通常でない変化で

あるから、２重の変化率と記述できる。なお、特

別利益の位相は、サイクルの衰退期から次のサ

イクルの黎明期にかけてのスクラップ＆ビルド

図３　時間領域におけるフロー・ファミリー�

時間�
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ー
量� Xe t2 ( )j ω πω +
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に相当するから、資金調達よりもさらに先行し

た進み側の位相になる。

　以上から、特別利益は、フロー・ファミリー

におけるフローの加速度（２階微分）d2/dt2 (Xe
jω t) ＝ ω2 Xe j(ω t＋π) に対応する。ただし、ここで

は収益側の議論に限定することから特別利益を

扱うこととし、図３の振幅を上下反転し上振幅

のみに着目する。

４．４．売上高総利益

　売上高総利益は、売上高から部品購入などの

売上原価を引いたものであり、販売費や一般管

理費等を含むことから、組織活動の付加価値で

もある。

　これらの費用は単独で存在するのではなく、

投資によって開始される新しい商品の発売準備

や製造において発生する費用であるから、投資

の後に連鎖的に派生する費用と考えられる。し

たがって、投資のフローを積分演算して導かれ

るフローに相当する。位相としては、投資に対

し遅れ側の位相になる。

　以上から、売上高総利益は、フロー・ファミ

リーにおけるフローの面積（１階積分）∫ Xe
jω t dt＝(1/ω) Xe j (ω t－ π/2) 、積分定数 c＝ 0 に対

応する。なお、売上高総利益は、収益側に分類

されるから、図３の振幅を上下反転し上振幅の

みに着目する。

４．５．売上高

　売上高は、ある期間に商品を売って得た代金

の総額であるが、組織内部から見るならば、販

売費や一般管理費を含む売上高総利益を費やし

た結果、当然期待できる商品代金である。つま

り、売上高は、売上高総利益の後に連鎖的に派

生する商品代金であり、位相としては、売上高

総利益に対し遅れ側の位相になる。

　したがって、売上高総利益は、フロー・ファ

ミリーにおけるフローの体積（2階積分）∫（∫

Xe jω t dt ）dt＝(1/ω 2) Xe j (ω t－ π) 、積分定数 c

＝ d＝ 0 に対応する。なお、売上高は、収益側

に区分されるから、図３の振幅を上下反転し上

振幅のみに着目する。

４．６．P/Lフロー・ファミリー

　図５は、フロー・ファミリーと P/Lにおける

各財務指標の対応を示したもので、ある時刻に

おけるフロー・ファミリーの構成も表している。

本モデルでは、収益側フローに限定したことか

ら、営業利益以外の４つのフロー・ファミリー

は、図３に対し上下反転し上振幅のみに着目し

たものとなっている。

　振幅の大きさについては、 (2)式の定義から、

組織速度ω を0＜ω＜1としている。すなわち、

振幅の大きさは、営業利益Xを基準として、売

上高(X/ω 2) ＞ 売上高総利益(X/ω) ＞営業利益X

＞営業外収益(ω X) ＞特別収益(ω 2 X)となる。ま

た、位相としては、図３、図４でも示すように、

時間�

売
上
高
�

営
業
利
益
�

図５　損益計算書おけるフロー・ファミリー�

売
上
高
総
利
益
�

特
別
利
益
�

営
業
外
収
益
�

（特別利益）�

（営業外収益）�

（投資）�

（売上高総利益）�

（売上高）�

フ
ロ
ー
量�



－ 55－

経営・情報研究No. 5（2001）

特別利益(－ π) → 営業外収益(－ π/2) → 投資(

± 0) → 売上高総利益(+π/2) → 売上高(+π)と連

鎖しつつ進行する様子がわかる。

　このモデルから、以下のようなフローの性質

が推定できる。

(1) 単一事業しか持たない組織(27)であっても、

売上高・営業利益・特別収益は、同位相であ

るからフロー間の大きさの比率は安定する。

売上高総利益は、売上高に対し位相が進み側

になるため成長期に大きくなる。営業外フ

ローは、成長期には費用フローが、成熟期に

は収益フローが大きくなる。

(2) 複数の事業が並行する場合は、それぞれの

事業がフロー・ファミリーを構成し、ファミ

リーとファミリーの間での位相ずれを保ちな

がら進行する。したがって、複数の事業の和

として記述されるＰ／Ｌでは、成長期、成熟

期、衰退期それぞれのフローの和となるため、

フローの大きさは位相による影響が相殺され

同位相で進行すると近似的に考えてよい。

Ⅴ　計算値と財務データの一致性

　この章では、モデルの検証として、フロー・

ファミリーの計算値と企業のP/L財務データの

一致性を確認する。

５．１．計算フロー・ファミリー

　いままでの議論から、フロー・ファミリー内

部における各フローは、以下の３つの項目に

よって記述が可能である。

　( i ) フローの大きさ (振幅 X )

　( ii ) フローの速さ (組織速度 ω)

　(iii) フローの位相 (位相±0、±π/2、±π )

　本分析では、これらの３項目について、以下の

ように扱うこととする。すなわち、

( i ) フローの大きさには、規模の影響が加わるた

め、それを消去する必要があるが、ここでは、

売上高を1 .0とし売上高比率によって各フ

ローを表す。

( ii ) フローの速さは、財務データから求められる

組織速度ω＝√（研究開発費／売上高）を既知

として用いる。

(iii) フローの位相は、4.6(2)での議論から、複数の

事業を擁する大企業を対象とした場合、近似

的に同位相で進行すると考えられるから、位

相による影響を省略する。

　したがって、フロー・ファミリーの計算値は、

( i )フローの大きさのみに着目して、それぞれの

組織速度 ωを算出した後に、(5)～(9)式によって

求めたフローを売上高比率で表した値を用いる

こととする。

５．２．財務データサンプル

　分析データとしては、日経NEEDSの企業財務

データの、95年、90年、85年のデータを用いる。対

象企業としては、研究開発に積極的である電気業

界の中から、大手６社（日立製作所、東芝、富士通、

NEC、SONY、三菱電機）の対象とする。なお、松下

電器産業については、単独での研究開発費が公開

されていないため対象外とした。

　参照する費目としては、売上高、売上高総利

益、営業利益、営業外収益、特別利益の収益側

のフロー・ファミリーと、組織速度を求める際

に必要である研究開発費を参照する。

　本分析で用いる財務データは、売上高では、３

兆 7410億円（日立 95年）から１兆 710億円

（SONY85年）と 3.5倍程度の範囲であり、組織

速度 ωでは、ω＝ 0. 349（富士通 95年）から　

ω＝ 0.192（SONY95年）と 1.5倍程度の範囲に

ある。
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５．３．一致性評価

　図６の(a)～(g)図は、95年の６社のフロー・ファ

ミリー（売上高、総売上利益、営業利益、営業

外収益、特別利益）について、本モデルでの計

算値と企業財務データの比較を示したものであ

る。同様に、図７に90年、図８に85年の比較を

示す。

　一致性の評価は、各フローの売上高比率で行

うが、視覚的に把握しやすいように、各フロー

の売上高比率を補助線で結んだ。したがって、補

助線の重なり度合によって、計算値と財務デー

タの評価することができる。

　図６、図７、図８における各フローの計算値

と実績値は、売上高比率の補助線の重なり度合

がほぼ±10％以内に収まっていることから、傾

向的一致性が認められる。

　また、計算値と実績値の乖離については、好

景気であった85年では（計算値＜実績値）の傾

向があり、不景気である95年では（計算値＞実

績値）の傾向があることから、景気変動の影響

が表れていると考えられる。

　

Ⅵ　結論

　以上、進めてきたモデル化における議論や、

データによる検証から、以下の知見を得た。

(1) 投資・回収のフローを正弦波周期運動に単

純化し、そこからの派生するものとして各種

組織活動を捉えた。その上で、投資・回収の

フローを複素数表示によって定式化し、時間

に関する微積分演算によってフロー・ファミ

リーを導き、それらと各種組織活動を対応さ

せた資金フローモデルを提示した。

(2) 同モデルによるフロー・ファミリーの計算

値と財務データとの比較を行い、傾向的一致

性が認められたことで、本モデルの妥当性に

ついての見通しを得た。

Ⅶ　今後の研究

　今後の研究としては、投資・回収の正弦波運

動を基本としつつ、ストックの議論を行う予定

である。将来便益をもたらす資産は、物理学に

おけるポテンシャルエネルギーや保存力に対応

し、力の概念に相当する。つまり、投資・回収

の正弦波運動において、資産、負債、資本、利

益などがどのような構成になるかといった問題

に帰着する。これらについては本論の範囲を越

えるため、次報で行う予定である。
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